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第7章

ASEANにおける原子力協力関係の拡大
―地域的な規範および課題

メリー・カバレロ＝アンソニー、 
ジュリウス・セザール・I・トラヤーノ

要　旨

　安全面の懸念にかかわらず、2011年に発生した福島の核惨事が

東南アジア諸国の原子力発電所建設計画の勢いを止めることはなか

った。多くの国々が原子力をエネルギー安全保障と気候変動緩和と

いう二重の目的を達成させる代替エネルギー源とみなしている状況

にあって、原子力開発への飽くなき関心は戦略的思考によって突き

動かされている。本章では、原子力の安全と保安を推進し、同時に

核兵器の拡散を防ぐために東南アジア諸国連合（ASEAN）が打ち出

した、より強固な地域的規範の枠組み構築の構想を検証する。政治

面および安全保障面での共同体を築こうとするASEANの構想につ

いて、原子力の活用を計画している加盟国は、法制面と規制面の枠

組み、人材育成、放射性廃棄物の処理、核の安全性、緊急時の行動

計画、そして保安および物理的防護策といった重要な問題に取り組

む必要があると、我々は論じるものである。また2015年にASEAN

経済共同体が発足したことを受け、「原子力規制機関のASEANネ

ットワーク」（ASEANTOM）に代表されるような、原子力に関する

2015年以降の地域的枠組み強化の展望について検証を加える。
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はじめに

　2011年3月に福島原発事故が発生した時、アジアの原子力産業は成長段階を迎

えていた（IAEA PRIS 2014）
1
。しかし当初の「成り行きを見守る」時期が過ぎた

後も、東南アジアにおける原子力開発計画は、安全面の懸念にもかかわらず、大

半がそのまま継続された。10ヵ国から成る東南アジア諸国連合（ASEAN）の一

部加盟国は長期エネルギー計画に原子力を組み込もうとしているが、これは各国

政府が原子力発電を、エネルギー安全保障および気候変動緩和という二重の目標

を達成する一助となる代替エネルギー源とみなしていることの表われである

（Nian and Chou 2014）。

　自国のエネルギー供給を安定的かつ安価なものにし、その上で環境的な持続可

能性を確保すべく、ASEAN各国は電源構成の分散化を進めており、化石燃料へ

の過度の依存を軽減しつつ、長期エネルギー計画に原子力を徐々に組み込んでい

る（表7-1参照）。

1   2014年時点で、31ヵ国計439基の原子炉が稼働していた。また建設中の原子

炉69基のうち3分の2がアジアのもので、中国を筆頭にインド、韓国と続く

（IAEA PRIS 2014）。

表7-1　ASEANの電源構成

燃料
割合

2013（%） 2040（%）

石炭 32 50

石油 6 1

ガス 44 26

原子力 0 1

再生可能エネルギー（水力、地熱、バイオ燃料など） 18 22

合計 100 100
出典：IAEA（2015: 39）。
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ASEANにおける原子力エネルギー計画

　東南アジアの数ヵ国は電源構成の分散化によってエネルギー安全保障の強化を

図る中で、原子力への関心を明らかにしている。ベトナムは同国初となる原子力

発電所の建設を決定した2009年から、主にコスト上昇のため計画中止を決断し

た2016年11月まで、ASEANにおける原子力開発の急先鋒だった。計画中止以

前、出力2,400メガワット（MW）のニントゥアン第1原子力発電所が（数度の遅

れを経て）2028年ないし29年の稼働開始を、出力2,000MWのニントゥアン第2

原子力発電所が2030年の稼働開始を予定していた。ロシアの国有原子力企業ロ

スアトム社が第1原発の建設を受注する一方、第2原発の建設は日本原子力発電

が主導する日本の原発企業連合が請け負うものとされた（Pascaline 2016）。とこ

ろが、政府は原発プロジェクトの中止を決定したにもかかわらず、原子力発電の

「促進」を継続しようとしている（Kyodo News 2016）。ベトナムはそのために、

原子力科学技術センターという名の新たな研究炉を建設しようと計画しており、

原子力専門家や学生のスキル向上と技術的ノウハウの蓄積を図っている。

　インドネシアはかなり以前から将来的な原子力の活用に取り組んでおり、3基

の研究炉を建設した。1965年にバンドンで建造したトリガ2000原子炉を皮切り

に、1979年には出力250キロワット（kW）のカルティニ原子炉をジョグジャカ

ルタに、1987年には出力30MWのRSG-GASをセルポンに建造している。国際原

子力機関（IAEA）が2006年に発表したところによると、インドネシアは原子力

プログラムの本格化を進める知識基盤がすでに整っているものの、原子力発電所

の建設に進むか否か政府はなんら決断を下していないという。またエネルギー鉱

物資源省は「2014年から2024年にかけてバンカ・ブリトゥン州で建設が予定さ

れている5,000MW級NPP（原子力発電所）に関する白書」を作成し、国内電力

消費の急増に対処すべく原子力発電の導入を求めた。なおインドネシアの電力需

要は2025年の時点で150ギガワット（GW）に増大するものと見込まれており、

原子力という新たなエネルギー源は、同国の電力供給能力を押し上げる主要な代

替エネルギーとみなされたのである（Taryo 2015）。
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　インドネシア原子力庁（BATAN）は2027年までに原子力発電所を建造すべき

と以前から勧告しており、バンカ・ブリトゥン島、西カリマンタン、そしてジャ

ワ島のムリアおよびバンテンといった場所で原発立地の実現可能性調査を実施し

た。そのうちスマトラ島に程近いバンカ・ブリトゥン島が、同国の地震帯と火山

帯のいずれにも含まれていないことから、同国初となる原子力発電所の建設地と

された。原子力の活用に関する公式決定はなされていないものの、BATANが

2014年に行なった全国規模の世論調査によると、72パーセントのインドネシア

国民が国内における原子力発電所の建設に賛成したという
2
。

　マレーシアでは増加する電力需要が原子力開発を正当化する理由とされており、

ナジブ・ラザク首相は2009年に小規模原子炉の建造計画を公表した。なお2010

年度における同国半島部の電源構成はガス54.2パーセント、石炭40.2パーセン

ト、水力5.2パーセント、石油0.4パーセントである（Ramli 2013）。原子力発電

は第11次マレーシア計画2016-2020の中で触れられてはいるものの、電源構成

に占める割合の見通しは記されていない（Economic Planning Unit 2015参照）。

　マレーシアにおいて原子力発電は常に国民の強い反発を受け
3
、政府主催のも

のを含む多数のフォーラムで市民グループから反対の声が上がっている
4
。こう

した情勢にもかかわらず、マレーシア政府は原子力という選択肢を完全には捨て

ていない。2014年、マー・シウ・コン首相府長官は、今後10年以内の原発建設

に向けた実現可能性調査と、国民の反応を含む包括的調査の実施を発表し、専門

家や非政府組織（NGO）の意見も取り入れると述べた（Bernama 2014）。政府は

すでに総合的な実現可能性調査を始めているものの、それがいつまでに完了し国

民に公表されるかは定かでない。

　2016年11月、フィリピンのロドリゴ・ドゥテルテ大統領はエネルギー省に対

2   2015年10月30日、シンガポールで行なわれたBATAN職員へのインタビュ

ーより。
3   詳細についてはConsumers Association of Penang（n.d.）およびマレーシア反

核連合に支持されているCare2 Petitions（n.d.）を参照のこと。
4   2014年9月10日、ペナン消費者組合職員との電子メールでのやり取りより。
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し、出力621MWのバターン原子力発電所の再稼働に向けた実現可能性調査の許

可を与え、任期中は原子力の活用を行なわないとする以前の立場を翻した。しか

し建設から30年を過ぎたこの原発を稼働させるにあたり、安全と保安の確保に

特別な注意を払うよう明確な指示を出している（Lucas 2016）。

　2016年5月、カンボジアとロシアは原子力情報センターの設立と、核エネルギ

ーの平和的利用に関する合同ワーキンググループの結成という二つの協定に署名

した。ロスアトム社によると、原子力情報センターは学生をはじめとするカンボ

ジア国民が原子力発電の原理をよりよく理解し、原子力発電事業ならびに関連業

界の重要な発展状況を詳しく知る一助となるという。また核エネルギーの平和利

用に関する合同ワーキンググループの覚書には、共同プロジェクトを明確化し実

行すべく両国の専門家による定期的な会合を実施することが明記されている。ま

たロシアは協定文書の条件の下で、技術、研究、および教育訓練を提供すること

になっている。カンボジアのフン・セン首相は以前、同国が原子力発電を推し進

めることはないと述べたものの、政府内には周辺諸国の関心や行動に突き動かさ

れる形で、原子力発電の推進を求める声が存在している。合同ワーキンググルー

プの覚書と情報センターの設置は、カンボジアが原子力発電の推進を決めた場合、

将来的なプロジェクトの土台となるだろう（Tan 2016）。

　こうした事態の進展に対し、本章では、安全と保安の促進、および地域内にお

ける核兵器拡散の防止に向けた、より強力な地域的規範の枠組みが形作られる見

込みを検証する。ASEANはすでに原子力の安全（safety）、保安（security）、および

防護措置（safeguards）の3Sに関する相互協力の規範を確立させているが、こう

した規範の枠組みが地域内でどの程度まで維持・拡大されるかは、原子力の活用

に関心を持つ加盟国がそれぞれの原子力発電プロジェクトを進める準備段階にお

いて、インフラ整備の問題をいかに解決するかが依然として鍵を握っていると、

我々は論じるものである。既存の原発インフラ問題が解決されなければ、これら

ASEANの規範はいくつもの課題に直面するだろう。我々はASEANの3ヵ国―

ベトナム、インドネシア、マレーシア―に的を絞り、これら各国の主な原発イ

ンフラ問題を説明する。これらの問題は法制面および規制面の枠組み、人材育成、

放射性廃棄物の処理、核の安全性、緊急時の行動計画、そして保安および物理的
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防護策に関するものである。また2015年にASEAN経済共同体が発足したことを受

け、「原子力規制機関のASEANネットワーク」（ASEANTOM）に代表されるような、

原子力に関する2015年以降の地域的枠組み強化の展望について検証を加える。

核エネルギーの安全かつ平和的な利用に関するASEANの枠組みの拡大

　ASEAN加盟国が遵守しなければならない核エネルギーの平和的利用に関する

規範とはどのようなものか？　ASEANが核の安全性と拡散防止に関する地域的

な規範を最初に構築したのは、東南アジア非核兵器地帯条約（バンコク条約）が

調印された1995年のことである。この条約は主に、核兵器の開発、製造、およ

び所有を加盟国に禁じることを目的としているが、とりわけ経済発展や社会的発

展といった平和目的で原子力エネルギーを活用する権利を各加盟国に認める条項

も存在している。また原子力の活用を決めた加盟国の道しるべとなる地域的な規

範の枠組みも、条約の中で確立されている。

　バンコク条約によって確立された主な地域的規範は以下の通りである。すなわ

ち、原子力エネルギーを活用しようとする国は、（1）国内における核関連物資お

よび施設の利用を平和目的に制限しなければならない。（2）健康を保護し、生

命・財産に対する脅威を最小化すべく、IAEAが勧告した各種ガイドラインおよ

び基準に沿う形で、自国の原子力開発プログラムを厳格な安全性評価の対象とし

なければならない。（3）他の加盟国に求められた場合、安全性評価の結果を伝え

なければならない。（4）核不拡散条約および IAEAの安全防護システムに厳格に

従うことで、国際的な不拡散体制を維持しなければならない。（5）放射性廃棄物

その他の放射性物質を処分する際には、IAEAの基準と手続きに従わなければな

らない（ASEAN 1995）。

　ASEAN加盟国は年1度の首脳会議でこれら規範の遵守をうたっているが、中

でも重要なのがエネルギー閣僚会合であり、そこでは民間の原子力利用における

能力向上と安全性確保に関する地域的な協力関係の拡充が重要課題として強調さ

れている。「ASEANプノンペン宣言：一つの共同体、一つの運命」（ASEAN 

2012b）において、ASEAN首脳は以下のことに合意した。
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IAEAなど適切な関係機関と協力して原子力の安全性を高め、また平和利用

目的の原子力エネルギー開発における安全と保安について IAEAが定めた各

種基準を維持・促進する国際的な取り組みに関し、それに貢献し得る

ASEANの統一的アプローチを構築する。（ASEAN 2012a）

　また「ASEAN政治・安全保障共同体に向けた青写真2025」（B.5.2節）におい

ても、IAEAなどの関連国際機関と共同で原子力の安全性を強化すべく、地域的

アプローチの構築が謳われている。しかしそれより重要なのは、この青写真が

ASEANTOMの強化を促していることであり、そうすることでASEANTOMが原

子力の安全性に向けた地域的アプローチ構築を効果的に主導できるとしているこ

とである（ASEAN Secretariat 2016参照）。

地域的協力関係の強化におけるASEANTOMの新たな役割

　またASEAN首脳は次のように宣言した。

東南アジア各国の原子力規制機関から成るネットワークを構築し、それによ

って各国規制機関が原子力に関する情報や過去の体験を交換し、また原子力

の安全、保安、および防護措置に関する協力関係を拡大させ、かつ能力を向

上させることを可能にする。（ASEAN 2012a）

　この点に関し、タイ原子力平和利用事務局（OAP）は2011年に非公式会合の

場でASEANTOMの創設を提案し、ASEAN各国の規制機関から好意的な反応を

得た。この提案は同年のASEAN首脳会議で提案され、加盟国から高い評価を得

ている（ASEANTOM 2014a）。そして2015年、ASEAN憲章補足第1条に定められ

たASEAN政治安全保障共同体要綱の下、ASEANTOMはASEANの分野別傘下機

関に指定される（ASEAN 2015）。現在、その活動は加盟各国の外務大臣に報告さ

れ、ASEAN首脳会議の議長声明にも含まれている（Biramontri 2016）。福島の惨
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事を受け、原子力の安全性を個別に維持するのは不可能だと認識したASEAN各

国は、原子力の安全・保安維持の文化を制度化する地域的枠組みの構築の一環と

して、ASEANTOMを通じた協力および情報共有の必要性を認めたのである。

　ASEANTOMは相互利益に関する4つの問題に焦点を合わせている。すなわち

緊急事態への対策および対応、環境放射線の監視、原子力の保安、そして原子力

の安全である（Biramontri 2016）。2012年、ASEAN各国の規制機関による予備会

合がOAPを議長として開催され、原子力の平和利用における3S（安全、保安、防

護措置）の実現を目指して知識および資源の拡充を図るべく、ASEANTOMの付

託条項を取り決めた。なおASEANTOMはすでに3度の年次会合を開いている。

最初の会合（2013年プーケット）では、原子力の3Sに関する加盟国同士の情報交

換と相互協力が促進されるとともに、ネットワーク作りの作業計画が定められた。

2回目の会合（2014年チェンマイ）においては、過去1年間の活動が見直される

と同時に、2015年から16年にかけての活動計画が話し合われた。これらの活動

には、緊急事態への対策および対応、原子力発電の保安体制、安全性、および管

理について行なわれた多数の地域内ワークショップや教育訓練課程が含まれる

（ASEANTOM 2014a）。3回目の会合（2015年ケダ）では、ASEANTOMがASEAN

政治安全保障共同体傘下の分野別機関に指定され、また原子力の3Sに関する協

力体制と共同事業をさらに強化すべく、IAEAとの主要連絡機関とすることが定

められた（Biramontri 2016）。

　2014年、地域内早期警報ネットワークおよびデータセンターの構築に向けた

情報交換を促進し、かつその機会を探るべく、タイとベトナムは環境放射線の共

同監視に関する地域会合を主催した。マレーシアは原子力の規制確立と、現在お

よび将来における規制面・法制面の国家的枠組みに関するワークショップを主催

し、またシンガポールはヨーロッパ原子力共同体（Euratom）とASEANTOM の

会合を主催しており、その中でEuratomは原子力に関係する自らの体験を共有し

た（ASEANTOM 2014a）。ASEANTOMという枠組みの下、マレーシアとタイは

2015年から国境を越えた原子力の保安訓練を実施しており、机上演習と実地訓

練が行なわれている。その訓練には両国の原子力規制機関、税関、警察、そして

緊急対策チームが参加している。さらに、放射性物質の違法取引を共同で防ぐ能



第7章　ASEANにおける原子力協力関係の拡大　　195

力を試すべく、全てのASEAN加盟国がこの訓練に招待されている。それらに加

え、ASEAN内部における緊急時の対策および対応を共同で強化する目的で、

ASEANTOMは IAEAとヨーロッパ連合（EU）による支援を受けながら二つのプ

ロジェクトを進めている。一つは IAEAの支援を受けて進められている「地域内

環境放射線データベースの構築および緊急事態への対策・対応を支援するための、

東南アジアにおける地域協力プロジェクト共同理念」であり、もう一つはEUの

支援を受けている「ASEANにおける緊急時への対策・対応の強化：意思決定に

対する技術的支援」である（Biramontri 2016）。

　ASEANTOMはまたASEANとEUの地域間協力も推進しており、とりわけ原子

力の安全性と緊急時対策の分野に力を入れている。2016年初頭、欧州委員会は

放射線および原子力にまつわる緊急事態への対策・対応についてASEANとの協

力関係を構築すべく、その実現可能性調査を完了させた。調査を行なったのは欧

州委員会共同調査センターであり、ASEAN6ヵ国の原子力規制機関がそれを支援

した
5
。またこの調査はEUの「原子力の安全協力に向けた事業の一環として行な

われた。この事業は実現のための行動計画を含む地域戦略で構成されており、

ASEANTOMは特にEUと IAEAの支援を受けながら行動計画を実行に移すべき

であると勧告している。とりわけASEANの近隣諸国で原子力発電所が建設され
6
、

また一部のASEAN加盟国が原子力の活用を計画している今、地域における緊急

事態への共同対策および対応の必要性は緊急度を増している。しかし2016年2

月にクアラルンプールで開催された「原子力緊急事態への対策・対応に関する地

域的協力の拡大を目指す国際普及ワークショップ」において一部の規制機関が述

べたように、地域的戦略の実現にあたってASEANTOMが直面している主要な課

題の一つに、各国規制機関が十分な物流および財政的資源を有していないという

5   6つのASEAN規制機関は以下の通り。インドネシア原子力規制局

（BAPETEN）、原子力ライセンス委員会（AELB、マレーシア）、フィリピン原子

力研究所、国家環境局（シンガポール）、OAP（タイ）、ベトナム放射能原子力安

全局（VARANS）。
6   中国はベトナムとの国境近くで3ヵ所の原子力発電所を稼働させている。
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現状がある。

　ここに概略を記した原子力の3Sに関するASEANの枠組みと取り組みは、各加

盟国が地域内協力を通じ、原子力の平和的活用に関する地域的な規範を維持する

重要性を認識していることを示している。しかし原子力の活用に関する地域的な

規範の枠組みは、原子力の活用を検討している各加盟国の基礎インフラに構造的

課題が残っているならば、それだけでは十分でない。特に大きな課題として、人

材の確保、規制面・法制面の優れた枠組みの構築、そして放射性廃棄物処理に関

する制度化された国家戦略の策定が挙げられる。一例を挙げると、ある加盟国が

規制に関する包括的な枠組みを制度化できなければ、原子力の安全および保安に

関するASEANの規範だけでなく、国際的な核不拡散体制の遵守も達成されない

だろう。大抵の場合、優れた原子力規制機関は、核物資の管理と記録、情報の保

護、廃棄物処理、緊急事態への対策、火災防止策、放射能の安全対策、そして物

理的防護策に関する安全・保安基準を免許申請者が全て満たしているかどうかを

審査・確認することで、核拡散問題に対処している（US NRC 2015）。規制機関

が核関連施設を完全な形で監視できなければ、核物資の悪用という事態が生じか

ねず、安全面・保安面の問題が発生するだけでなく、核拡散のリスクも生じるだ

ろう。次節ではASEANの原子力計画を概説した後、とりわけ原子力の安全と保

安に関する重要な問題のいくつかを論じる。

法制面および規制面の枠組み

　原子力技術の輸出企業を含む原子力業界の事業者たちは、2011年に発生した

福島原発事故以降、世界中の原子力発電所において安全面で必要不可欠な改善は

すでになされたと主張している。しかし東南アジアの原発新興国は、原子力発電

所の安全稼働を確実なものにするにあたり、原子力プログラムを有する国々から

価値ある教訓を今なお引き出すことができる。

　ベトナムはかつて東南アジアにおいて最も先進的な原子力発電所計画を有して

いたが、規制機関の独立性を保つ法制面の枠組みは存在しない。現在同国の原子

力規制機関として機能しているのはベトナム放射能原子力安全局（VARANS）で
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ある。2012年以降、ベトナムはより独立性の高い規制機関の新設を段階的に目

指してきた。同国の科学技術省と日本の経済産業省は、ベトナム原子力規制機関

の技術面・安全面における能力を向上させる合意文書に署名した。またベトナム

の原子力法の改正案には、VARANSを事実上の独立機関とすることが謳われて

いる。なおVARANSは現在、ベトナムにおける原子力開発の主務機関、科学技

術省の下で「部分的に独立」しているに過ぎない
7
。VARANSの独立性は放射線

発生源や放射性物質の規制に限られており、その大半は工業、教育、医療の分野

で用いられているものである。ゆえに原子力発電所の安全・保安を規制する権限

は持っていない。VARANSに関する法律の改正案はまだ通過しておらず、原子

力の発展を目指す省庁から完全に独立した規制機関がベトナムに生まれるかどう

かは予断を許さない状況である
8
。ベトナム政府は原子力発電所プロジェクトの

達成を目指すにあたり、現時点では全ての関係省庁とVARANSの協力関係の方

がはるかに重要だと信じていることから、VARANSを独立機関とすることに熱

心ではない
9
。

　また、原子力発電所プログラムの進捗状況を監督する国家委員会が、ベトナム

政府によって設立された。この委員会を構成しているのは、通商産業省およびそ

の付属機関としてのベトナム電力、科学技術省およびその付属機関としての

VARANS、ベトナム原子力研究所（VINATOM）、ベトナム原子力庁、そして教

7   IAEAの天野之弥事務局長は、規制機関の独立性こそが透明性の強化と大衆

の理解をもたらすものであると、再三にわたって強調している（Amano 2015）。

福島原発事故がもたらした最大の教訓の一つとして、独立した原子力安全規制機

関を持つことの必要性が挙げられる。1994年締結の原子力安全条約と IAEAの一

般的安全要件も規制機関の設置を求め、政府省庁といった原子力技術の推進勢力

から分離ないし独立していることの必要性を謳っている（IAEA 1994）。独立し

た規制機関を持つ第1の理由は、安全および保安と対立しかねない利害関係から

圧力を受けることなく、判断を下し実行に移せるようにする、というものである。
8   2014年8月8日、ハノイで行なわれたVARANS職員へのインタビューより。
9   2015年10月30日、シンガポールで行なわれたVINATOM職員へのインタビ

ューより。
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育訓練省である。しかし委員会の運営は十分なものと言えず、議長である副首相

が他の仕事で極めて多忙であることから、メンバーが定期的に会合を持つには至

っていない。

　インドネシアにおいては、IAEAの規定に反し、原子力発電所プログラムを検

討・促進するにあたってその主導と管理を担う原子力エネルギー計画実行機関

（NEPIO）が存在しない
10
。原発建設の計画策定にあたっては、BATAN、インドネ

シア原子力規制局（BAPETEN）、エネルギー鉱山資源省、環境省、そして研究技

術省といったいくつかの機関が、それぞれ独自の役割を担っている（IAEA 2013）。

こうした体制によって、複数の省庁による原子力発電所建設プロジェクトの一翼

を担い原発の稼働に向けた諸々の活動にも関わるものと思われるBAPETENの規

制に関する一貫性が損なわれる恐れがある。理想的には、こうした原発計画に関

わる予備的活動の客観的な規制・監督権をBAPETENが持つべきだろう。

　またインドネシアにおけるもう一つの問題点として、原子力発電所に関する

様々な責任が異なる諸機関に分散され、そのため機関同士の調整を必要としてい

ることが挙げられる。専門の運営委員会が存在しないことは、原発建設に対する

熱意の欠如を象徴している。なぜなら、BATANは首相に直属していることから

原子力に関する主務機関ではあるものの、他の機関に対する権限を一切持ってい

ないからである。また原子力発電所プログラムをさらに推し進める省庁間の協力

関係も依然として弱い。原子力を推進する立場の機関から完全に独立した規制機

関の設立が強く求められる一方で、規制能力を発揮するにあたりBAPETENはい

まだBATANの強力な後ろ盾を必要としている（Taryo 2015）。より重要なことは、

インドネシアの法制面における枠組みが IAEAの基準に全て従っているわけでは

ないと、BAPETEN自身が認めていることである（Sunaryo 2015）。さらに、既存

の法的枠組みが将来における原子力の活動を規制する一方、「使用済み燃料管理

および放射性廃棄物管理の安全に関する条約」（1997）といった国際協定を組み

10   NEPIOは「決定事項の実行を待つ原子力プログラムについて、その実行に

あたって他機関と調整を行なう、あるいは単独で実行する」機関とされている

（IAEA 2008:1）。
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込むには、法律の改正が必要なのである。

　マレーシアにおいては、原子力発電所に関する主要な法律は1984年制定原子

力ライセンス法（法律304号）であり、条文には放射性物質に関する詳細な条項

も含まれている（Bidin 2013）。2011年、マレーシア原子力社（MNPC）が同国に

おけるNEPIOとして設立される。MNPCは首相府の監督下に置かれ、原子力開

発促進委員会としての役割を担うものとされる（Markandu 2013）。

　マレーシアで原子力規制機関に指定されているのは、原子力ライセンス委員会

（AELB）である。しかし同委員会はMNPCの主宰する原子力開発促進委員会の

一員でもあり、原発建設の予備的取り組みに関わっていることから、規制面の独

立性が損なわれるおそれがある。AELBはまた、原子力の活用を熱心に進めてい

る科学技術革新省の付属機関であり、MNPC理事会のメンバーでもある。IAEA

の勧告に従うならば、原子力発電所の建設および稼働に利害関係を有する全ての

政府機関から、規制委員会は完全に独立していなければならない。

原子力の安全・保安対策

　原子力の安全・保安対策の制度化に関し、ベトナム、インドネシア、そしてマ

レーシアは核の3Sに対する自国の関与を強化し得るいくつかの取り組みを始め

ているが、外部の有識者だけでなく国の機関さえも複数の課題を認識している。

一例を挙げると、ベトナムは原子力の危機管理だけでなく科学的・技術的知識の

点においても、原子力の活用に関する経験を有していない。また安全文化に対す

る国民の意識がいまだ低いことから、安全文化の概念は規制機関の内部において

さえ明確に定義されていない。さらに、ベトナムの利害関係者―政府機関、科

学者、および地域社会―の間では、原子力プロジェクトの安全に関する問題へ

の理解が現在においても非常に限られている（Vuong 2015）。ベトナムの原子力

専門家の中には、核の安全性について警鐘を鳴らし、また独立した規制機関の欠

如、汚職の蔓延と低い透明性、そして貧弱な安全基準について警告する者もいる

（Ninh 2013）。

　福島原発事故は、原子力に関するベトナムの管理・規制能力についての懸念を
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引き起こした。種々の気候モデルによると、ベトナムはしばしば海面上昇やより

強い台風といった気候変動に対し最も脆弱な国の一つとされ、ニントゥアン原子

力発電所の近辺はとりわけ顕著である。沿岸部に位置するニントゥアン省は災害

に弱い地域であり（Mulder 2006）、南シナ海で強い地震が発生した場合、津波に

襲われる可能性が高い。しかしこうしたリスクにもかかわらず、政府は今なおニ

ントゥアンにおける原発建設を決意している。

　ベトナムは国際的な安全基準や規制慣行を全て満たすべく、IAEAと緊密に協

力している。2012年、IAEAはベトナムの緊急時対策評価を実施し、緊急事態へ

の対策・対応能力を検証するとともに、いくつかの勧告を行なった（�iep 2013）。

その結論を受けてベトナムの国家的対策・対応計画が策定されている。また

VARANSは緊急時の具体的な対策・対応計画を作成すべく、中央政府および地

方政府の関係機関と作業を始めた。しかし IAEAによるその他の勧告については、

いまだ実行に移す上で課題が残っている。ベトナム原子力庁の長官も、原子力の

インフラ整備に直接携わる主要機関でさえも体系的な訓練がまだ行なわれていな

いと述べた（Hoang 2013）。

　IAEAの勧告に従い、ベトナムは安全対策の策定と実行を開始したが、その中

には核物質および放射能源の輸送に関するVARANSによる許可制度が含まれて

いる。また IAEAは、ホーチミン市の南東を流れるカイメップ川沿いに所在する

3つの港、すなわちチーバイ、バリア、そしてブンタウに設置された12個の携帯

式放射線測定器および関連システムの大半を提供している。

　インドネシアの原子力発電所建設計画は、火山の噴火、地震、津波、洪水、そ

して地滑りといった国内で頻発する自然災害のため、国内外で懸念を引き起こし

ている（National Agency for Disaster Response 2012）。BATANはこうした地理的脆弱

性が持つ意味を認識しており、用地選定の手続きを進めるにあたってIAEAのガイ

ドライン（BCR no.5/2007 on the Safety Provision for Site Evaluation for a Nuclear Reactor）

と他国の最善の慣行（Suntoko and Ismail 2013）を基準とした。ムリア（中部ジャ

ワ州）やバンテン（西ジャワ州）をはじめとするいくつかの候補地は、地震活動

が活発な地域に位置している。そのためスマトラ島の東に位置するバンカ・ブリ

トゥン島が現在のところ同国初の原子力発電所建設地として有力視されている。
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バンカ・ブリトゥン島は環太平洋火山帯の外側に位置しており、自然災害の危険

性は低い
11
。しかしBAPETENはいまだBATANから正式な申請書を受け取ってお

らず、バンカ・ブリトゥン島における原子力発電所建設計画がいまだ実現可能性

調査の段階であることを示唆している。

　インドネシアは原発事故に備えて緊急時の訓練や演習を数多く実施しており、

ジャカルタ南部のファトマワティ病院が非常時の搬送先に指定されている。だが

インドネシア災害管理国家委員会が最近実施した自然災害対応訓練の結果、権限

の細分化、指揮系統、そして資源の動員といった省庁間の連絡調整における問題

によって、緊急時の対応が標準以下になっていることが判明した。BAPETENは

こうした課題に対応するため、2014年8月に「原子力保安および緊急時対応に関

する中核センター」を創設している（Hadi 2014）。これはBAPETEN、BATAN、

警察、税関、外務省、そして情報機関で構成される特別組織であり、原子力保安

と緊急時対応に関する上記諸機関の取り組みを調整するのが目的である

（Haditjahyano 2014）。また原子力保安を強化しつつ核拡散のリスクを減少させる

ため、いくつかの港に放射線測定器を設置している（Sinaga 2012）。

　マレーシアは環太平洋火山帯と台風多発地帯の外側に位置することから、地震

や火山噴火、台風といった自然災害に襲われることは少ない（Disaster 

Management Division of Prime Minister’s Department 2011）。マレーシアを襲う自然災

害は洪水や地滑りといったものである（Asian Disaster Reduction Center 2011）。

2009年、マレーシアは原子力発電所用地選定ガイドラインを完成させ、2011年

には候補地を5ヵ所に絞り込んだ。しかし用地選定がコンピュータ上の数値デー

タによる電子地図を基に行なわれ、実地調査がまだ実施されていないことから、

マレーシアにおける原発建設はいまだにごく初期の段階にある（Malaysian Insider 

2012; AELB 2012）。緊急事態への対策および対応を強化すべく、AELBは原子力

緊急事態チームを組織し、マレーシア北部、南部、東部、そしてサバ・サラワク

地方に最初の対応担当者を配置した（Teng 2014）。AELBは核物質の輸送時にお

11   2014年8月14日、ジャカルタで行なわれたBAPETEN職員へのインタビュ

ーより。
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ける事故に備え、放射能緊急時国家演習といった国家規模の緊急対応訓練を定期

的に実施している。また2007年には研究炉の異常時に備えた野外訓練と机上演

習を行なった。

　原子力関連施設を保護しつつ核拡散防止に関する諸規範を遵守するため、マレ

ーシアは「地球規模脅威削減イニシアティブ」を通じてアメリカとの密接な協力

関係を構築している
12
。2012年2月には、同国に所在する4ヵ所の放射能源区分1

施設が、当イニシアティブの枠組みの下で評価された（Nuclear Security Summit 

2014）。またマレーシアは核テロリズムに対抗するためのグローバル・イニシア

ティブにも参加しており
13
、その取り組みの一環として2014年にオーストラリア、

ニュージーランド、そしてアメリカとの共同机上演習を主催した（European 

Leadership Network 2014）。

　マレーシアは「1984年制定原子力ライセンス法」（法律第304号）の改正を進

めており、それが完了すれば、IAEA策定の「核物質の防護に関する条約」およ

び2005年改正条約の諸条項、「核によるテロリズムの行為の防止に関する国際条

約」、そして IAEAとの「包括的保障措置協定」の追加条項が同法に組み込まれ

る（Nuclear Security Summit 2016）。

人材育成

　とりわけ安全と保安の分野において、若者に原子力関係の教育を施し、また専

門家の技術を向上させることが、いまも強く求められている。原発推進を計画し

12   これは世界規模での民間による放射性物質の過度の利用を削減し、またそう

した事態からの保護を目的としたアメリカ主導の取り組みであり、特に高濃縮ウ

ランが対象とされている。
13   「核テロリズムに対抗するためのグローバル・イニシアティブ」は核テロリ

ズムの防止、探知、および対応における集合的な能力を向上させることが目的の

国際的な協力体制であり、マレーシア、シンガポール、ベトナムを含む85ヵ国が

参加している。またオブザーバーとしてEU、IAEA、国際刑事警察機構（インタ

ーポル）、そして国連薬物犯罪事務所が名を連ねている。
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ている一部のASEAN加盟国が、原子力産業に携わった経験を持つ自国の専門家

を多数育て維持することの必要性は、過去に何度も強調されてきた。さらに、高

度な知識と豊かな経験を兼ね備えた専門家の存在は、有能かつ独立性の高い規制

機関を創設する上でも必要不可欠である。しかしASEAN地域に、将来の原子力

発電所を安全に稼働し得る十分な人材は存在していない。 

　ベトナムにおいても人材育成が最大の課題であり、とりわけ原子力工学のスペ

シャリストおよびエキスパートが不足している。既存のインフラや技術的基盤の

水準次第で、国家が原子力技術を所有するまでには数年ないし数十年かかること

から、ベトナムが同国初となる原子力発電所の建設を中止したのは驚くべきこと

ではない。プロジェクトが継続中だった2016年まで、政府は原子力分野の人材

育成を促進するためいくつかの取り組みを行なった。2009年、統合原子力基盤

レビュー事業に基づく IAEAの勧告を受け、ベトナム政府は「原子力分野の人材

育成を目指す国家推進委員会」を創設する。2度目の検討事業が実施された2012

年には、原子力プログラムのための人材育成統合計画を支えるべく、IAEAと共

同で専門家育成事業を開始している（Hoang 2014）。またこれに先立つ2010年、

グエン・タン・ズン首相は「原子力分野の人材教育ならびに育成を目指す国家プ

ロジェクト」またの名を「計画第1558号」を認可し、2013年から2020年までの

予算として1億5,000万ドルを割り当てた（Dung 2010; �iep 2013）。後に中止さ

れたこの計画では、3,000名の大学生、500名の大学院生、そして1,000名の教員

に原子力関係の教育が施されるはずだった。またこの棚上げされた計画の下、ベ

トナムは原子力の知識を吸収させるために多くの学生たちを海外に送り込んだ

（World Nuclear Association 2015）。

　ベトナム教育訓練省は2015年から2020年にかけて学生1,000名に対する教育

訓練を目指し、一方海外で学ぶ学生はロシアや日本で3ないし5年にわたる教育

を受けている
14
。しかしながら、原子力発電所の建設や稼働に携わる有能な人材

の不足が、同国の原子力プログラムの課題となっている。ベトナムは現在、人材

育成や能力構築に資金を投じてはいるものの、実践よりも理論に重点が置かれて

14   2014年8月8日、ハノイで行なわれた教育訓練省職員へのインタビューより。
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いるという批判が以前から存在する（Ninh 2013）。またニントゥアン原子力発電

所の建設が中止されたことで、人材育成に対する影響も強く懸念されている。ロ

シアで教育を受けている学生30名は2016年に帰国することになっており、その

後も2018年から19年にかけてさらに多くの学生が海外から戻ってくる。現在ロ

シアで学ぶ学生は300名ほど、日本で学ぶ学生は15名であり、そのいずれも同

国の原子力発電所の運営を担うはずだったベトナム電力に就職する予定である。

しかしニントゥアン原発が完成することはもはやなく、これらの学生が海外で獲

得した原子力発電所の運営に関する知識も、活用される見込みはないのである
15
。

　ベトナムの教育制度は、若き原子力専門家を生み出せるほどには整っていない。

原子力工学課程は、ハノイ（ベトナム国家大学、工科大学、電力大学）、ホーチミ

ン市（ベトナム国家大学科学大学）、そしてダラット（ダラット大学）に所在する

いくつかの大学で新設されたばかりである。しかしこれらの大学には原子力工学

の分野で経験豊富な教授がおらず、特に必要とされている原子力工学よりもむし

ろ主として原子力物理学、原子力技術、そして放射線技術に重点が置かれている

（Tran 2015）。

　原子力に関する海外教育プログラムは、IAEA、日本、ロシア、韓国、その他

原発保有国が提供する短期コースが主体となっている。ベトナムの研究開発はい

まだ十分に進歩していない。原子力の研究は何年も前から行なわれているが、適

切な重点が置かれることも、正しく組織化されることもなかった。また原子力の

分野を率いる科学者や技術者がいないことから、原子力の研究および応用におけ

る国内の指導者も存在しない。研究開発基盤もまた、原子力研究を支えるには不

十分である（Tran 2015）。

　ベトナム政府は、人材育成こそが原子力発電事業を成功に導く鍵であると考え

ている。ベトナムが自国の原子力技術を十分発展させるまでは、国際協力が人材

育成を図る上で必要不可欠な役割を担うだろう。2011年の原子力科学技術セン

ター創設にあたってはロシアが支援を行なっている。また最近では原子力エネル

ギー専門家教育プログラムが開始され、ベトナムの原子力プログラムを担う若き

15   同上。
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リーダーを育成している。その目的は40名のスペシャリストおよびエキスパー

ト候補に対し、原子力発電所の設計・建設、運営と資金計画、原子炉の安全性、

経済性、そして核燃料サイクルといった戦略的領域の教育を施すことである。受

講生は原子力関連の課程をベトナム国内で9ヵ月にわたり学習する。それからア

メリカ、ヨーロッパ、日本、韓国などで厳しい訓練を受け、帰国後は

VINATOM、原子力科学技術センター、ベトナム電力、あるいはVARANSなど

の原子力関連機関で勤務することになる（Tran 2015）。

　一方、インドネシアにはBATANなどの原子力研究機関で30年以上勤務してい

る専門家が数多く存在する（Ministry of Energy and Mineral Resources, Republic of 

Indonesia 2008）。しかしこれらベテランはまもなく引退の時期を迎えるため、イ

ンドネシアは彼らに代わる人材を確保・育成する必要に迫られている（Antara 

News 2013）。2001年、BATANは原子力の化学技術および物理技術を教育する4

年間の学士課程を原子力技術大学に新設したが、これは原子力発電所の稼働に必

要な専門家や技術者の養成を目的としたものではない。

　BATANは工学・科学分野の原子力専門家を育成すべく、新卒の大学生を韓国、

日本、ロシアの原発関連企業に送り込んでいる（IAEA 2013）。またインドネシア

は人材育成を担う国家チームを創設し、原子力訓練センターの創設を含む行動計

画を策定した（National Team of HRD for NPP 2013）。センターの新設は2010年に

始まっているが、現在もまだ作業の途中である。

　人材育成プログラムと原発運転技術をさらに充実させる必要性が高まっている

ことを受け、BATANは実験炉の建設を計画しており、2021年ないし22年に稼働

を開始させる予定である。このプロジェクトの主な目的は、小型原子炉を安全に

運転できることを立証し、将来の原発稼働に向けて原子力の活用技術を同国の専

門家が手に入れる機会を作り出し、そして原発およびその関連施設の研究開発と

人材育成を促進し、かつ原発に対する国民の理解をさらに得ることである。また

BATANは各地方自治体の指導者たちを対象とした実験炉の見学会を主催するだ

けでなく、原子力の安全性を地元住民に納得させるべく、公開討論会も開催して

いる（Taryo 2015）。

　マレーシアにおいて核科学の人材育成は大学から始まっている。核科学科を有
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する高等教育機関はマレーシア国家大学が唯一（Adnan, Ngadiron, and Ali 2012）

だが、他の大学も核関連の課程を用意している。しかし核に関する知識と技能は、

医療、健康、農業、工業、および製造業といった原子力発電以外の部門に重点が

置かれている（Khair and Hayati 2009）。

　原子力発電所を運営するには、原子炉の設計、原子力安全工学、そして核燃料

および核物資などを対象とするより専門的な課程が必要とされる。だが現在のと

ころ、原子力工学分野の経験豊かな教員が不足している。マレーシアは原子力発

電所に関する専門的な人材育成プログラムを持っておらず、同国初の原子力発電

所を建設する前に必要な人材を揃えられるかどうかは依然として不透明である

（Khair and Hayati 2009）。

　長期的に見れば、ASEAN諸国は高度な技能を持つ原子力技師や専門家の人材

を維持するにあたり、フランスおよびアメリカ式の能力構築プログラムを採用す

るかもしれない。こうした教育訓練プログラムは、去りゆく熟練労働者から次世

代の労働者への知識移転を確実にするものである。

核廃棄物管理政策

　原子力の活用を模索し始めた日から今日に至るまで、原発保有国が高レベル放

射性廃棄物（すなわち使用済み燃料）の処理問題を解決できずにいることは、原

発導入を検討している東南アジア諸国にとって大きなマイナス要因に違いない。

現在のところ、過去60年間で蓄積された高レベル放射性廃棄物を保管する最終

貯蔵施設は世界に一つも存在しない。にもかかわらず、フランス、スウェーデン、

フィンランドでは深地層処分の分野で大きな進歩が見られ、2020年以降の運用

開始を予定している（Amano 2015）。

　その一方で IAEAはアジアの原発導入予定国に対し、原子力発電所を稼働させ

る前にまず、放射性廃棄物処理に関する国家政策および関連インフラを整備する

ことで廃棄物問題を解決するよう強く勧告している（Amano 2015）。しかしベト

ナムはまだ恒久的な処分戦略を打ち出すに至っていない。ロシア政府との合意の

一環として、将来生み出される使用済み燃料はロシアで再処理されることが決ま
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っているものの、処理後の廃棄物はその後ベトナムに戻されるため貯蔵施設が必

要となる。使用済み燃料の処理に関する包括的な計画が存在しないことは、ベト

ナムが解決しなければならない主要な課題の一つとされている（Vi 2004）。だが

原発計画の中止は、使用済み燃料の処理という困難な課題からベトナムを解放す

ることになるだろう。

　インドネシアは「使用済み燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条

約」を批准しており、同国の核研究施設では、教育、医療、製造業の各部門で生

み出された低レベルおよび中レベルの放射性廃棄物を管理・処分することが可能

である。しかし、原子力発電所の稼働開始とともに生み出される高レベル放射性

廃棄物の最終処分に関し、インドネシアは包括的な計画をまだ策定していない。

　マレーシアでは、核廃棄物の安全な処理について深刻な能力上の懸念が存在す

る。原子力発電所の開発と、将来にわたる核廃棄物の安全な処理が持つ意味は大

きい。マレーシアは「使用済み燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条

約」をまだ批准していないが、放射性廃棄物の取り扱い能力がマレーシア当局に

欠けている実例として、国内の反原発勢力はパハン州のリナス・レアアース採掘

場にまつわる論争を挙げている。ドイツの環境調査グループ、応用生態学研究所

が作成した報告書によると、リナスの放射性廃棄物貯蔵施設では、許容できる条

件下で放射性廃棄物を長期間貯蔵する持続可能な計画が存在しない上、有害な廃

棄物が周辺環境に漏れ出している恐れもあるという。また報告書の中では、原子

力規制機関は申請書類を審査する中で、重大な欠陥があることをすでに突き止め

ていたはずだともしている（Schmidt 2013）。

原子力の安全および保安を向上させるASEAN諸国の政策方針

　我々はこれまで、ASEAN3ヵ国の原子力発電所計画について、それらの国々が

直面している安全面、保安面、そして防護措置面の課題から評価してきた。これ

ら3つの課題は制度と人材育成にまつわる問題点を浮き彫りにし、原子力の安全、

保安、そして防護措置に対して統制のとれた取り組みが必要であることを明らか

にした。当然ながら、原子力発電所の導入は周辺諸国に一定程度の懸念を引き起
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こし、緊張が高まる原因ともなり得る。ゆえに我々は、原子力関連の施設、物資、

および廃棄物の管理を確実なものとすべく、また地域的な災害対策メカニズムを

導入すべく、ASEAN加盟国は協力することが急務であると論ずるものである。

　原子力の安全と保安を維持することは、事故の可能性を最小化する上で極めて

重要である。とりわけ原子力の事故は局地的な放射能汚染から大規模な核テロリ

ズム、あるいは国境を超えた原子力災害まで様々な範囲に及ぶため、核の安全と

保安は実に地域的な問題なのである（Heinonen 2016）。

　福島原発事故からもたらされた重要な教訓の一つとして、「想定外」の事象や

予測不可能な状況に対して幅広い視点（およびその対策）を持つ必要性が挙げら

れる（Suzuki 2016）。この点に関しては原子力の緊急時対策が極めて重要であり、

その目標は現場だけでなく地域、国家、そして国際レベルに至るまで十分な対応

能力を確保することにある。緊急事態における効果的な対応に必要なのがまさに

こうした能力である。その対応能力は、テロ行為が予想される地域（ないしその

近辺）で放射性物資を輸送する際の危機も考慮に入れなければならない。またサ

イバー攻撃など新たな種類の危機を防ぎ、あるいは素早く対応するために十分な

備えも必要不可欠である（Heinonen 2016）。

　福島原発事故がもたらしたもう一つの重要な教訓として、危機管理における責

任の明確化の必要性が挙げられる。これまで見てきたように、利害関係者（事業

者、地元自治体、中央政府、および規制機関など）の間で責任が曖昧であったり重

複したりしていると、危機管理の効率性は失われる。定期的な緊急事態訓練によ

って事故対応における協力・協調体制は改善するはずであり、原子力業界、規制

機関、地元および中央の危機対策チーム、警察、軍、税関、沿岸警備隊、地方自

治体、NGO、そしてメディアなどが参加する形で実施すべきである。また緊急

事態訓練は、予期しない様々なシナリオに対する既存の対策および対応能力をテ

ストできるよう構成されなければならない（Heinonen 2016）。

　地域的な取り組みが緩慢かつ実効性に欠けるという批判にもかかわらず、地域

レベルの政策と枠組みを構築するにあたってASEANは今なお最もふさわしい基

盤である。能力構築、情報共有、緊急時対応および対策の各分野において、

ASEANは地域的協力を容易にする。また放射能汚染の危険性は国境を越えるこ
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とから、ASEAN各国は原子力事業と廃棄物を明確に管理し透明性を高めること

によって、国際的問題を解決すべく近隣諸国と連絡体制を整えなければならない。

ASEAN加盟国はASEAN共同体の創設を目指していることから、原子力関連の諸

問題に対するASEAN内部の合意形成も不可能ではないはずだ。

　しかし協力関係を阻害する大きな要素に、他国の国内問題への不干渉という

ASEANの基本原則がある。多くの国はエネルギー安全保障をいまだ国家の安全

保障問題と認識しており、自国の原子力プログラムを地域レベルで話し合うこと

に消極的である。各国の安全保障問題と認識されている核の安全保障には絶えず

秘密性が伴うことから、国家の主権と地域の協力関係との間で均衡点を見出すこ

とは困難な場合が多い。原子力事故が発生した際の人道支援や災害対策といった、

非伝統的な安全保障問題を解決するにあたり、ASEANは地域協力の場として力

を発揮し得る。現在のところ、ASEAN傘下にある二つの組織、すなわち

ASEANTOMと原子力協力サブセクター・ネットワーク（NEC-SSN）が地域協力

の推進役を担っている。なお後者はエネルギー政策および貿易を担当する政府高

官で組織されている。これら傘下組織による活動の有効性は、多数の国際的・地

域的取り組みによって一層強化されるだろう。

　1995年のバンコク条約でうたわれた原子力の規範枠組みを実現するために、

ASEANは原子力の3Sに関する青写真の策定を目指す可能性がある。その目的は、

ASEAN加盟国の原子力計画が実行に移される（2026年を予定しているベトナムが

最初だと思われる）前に原子力の3Sを確立すべく、ASEAN内部に強固な原子力

管理機構を創設することだと考えられる。その青写真は、他地域の慣行を土台と

した実践的かつ実現可能なメカニズムが含まれ、能力構築、情報共有および拡散、

規制枠組みの拡大、そして緊急時対応および対策の体制作りに関し、地域内の協

力関係を推進することができる。これらの諸目標は、国内問題への不干渉という

ASEANの基本原則の内部にとどまる。またこの青写真に含まれる重要な要素と

して、使用済み燃料の管理に関する地域的枠組み、人材育成における協力関係、

そして地域の原子力危機センターや合同原子力緊急事態訓練の実現可能性調査が

挙げられる。

　使用済み燃料の管理に関する地域的枠組みを策定するにあたり、ASEANは
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Euratomの地域的な法制枠組みから適切な教訓を引き出すことができる。2011年、

EUは使用済み燃料と放射性廃棄物の管理に関して法的拘束力のある規制を採択

し、放射性廃棄物取り扱いについての国家的プログラムを策定するとともに廃棄

物処理施設の明確な建設計画を作り上げるよう各加盟国に求めた（European 

Commission 2014）。ASEANの枠組みは、核廃棄物処理の問題への持続可能な方法

を模索する国際的努力に向けて各加盟国がいかに協力し合えるかを示すとともに、

原子力に関心を持つ国々に対して高レベル放射性廃棄物の管理に関する包括的な

国家計画を策定するよう促すものになるはずだ。

　人々と環境を守るべく、原子力危機への対応能力を強化する必要性に鑑み、

ASEANは地域的な原子力危機センターを設立し、それを通じて第1対応担当者、

医療関係者、税関職員、法曹関係者、そして災害センター職員をワークショップ、

講習、あるいは合同訓練に参加させることもできる。こうした協力関係は情報と

知識の共有を促すとともに、加盟国が放射能汚染に晒された際、合同で対応する

能力を高めるものである。また実際の危機にあたり、このセンターは各地域・各

省庁の災害対応を調整する特別機関としても機能する。こうしたセンターは、災

害対策におけるASEAN人道支援調整センター内の特殊部隊として組織されるか

もしれない。この特殊部隊は、ASEAN調整センターのように現時点で自然災害

のみを対象としている地域的メカニズムが、原子力事故を含む技術的災害にも対

応できるよう拡大するにあたり、その改善への一助となるだろう。技術的災害も

また、自然災害と同じ対応を必要とするからである。

　それとの関連で言えば、ASEAN各国の防衛閣僚は、「拡大ASEAN国防相会議
―人道支援および災害対応／軍事医療演習」に、原子力災害を対象とした合同

訓練を組み込むことができる。この目標に向け、ASEAN調整センター内の緊急

事態評価チームに似た、特別な訓練を受けた災害対応担当者で構成される地域的

な派遣団を組織することも考えられる。

　そして最後に、人材育成は原子力に関心を持つ加盟国が解決しなければならな

い主要な原発インフラの問題であることから、この問題に関する地域協力もまた、

原子力の3Sに関するASEANの枠組みの一部となり得る。それについては、地域

的な人材教育プログラムといったEuratomの取り組みが貴重な前例となる。
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Euratom合同教育計画の下では、人数、技能の範囲、そして高水準の教育および

経験の面で十分な人材を将来的に確保できるよう、2006年より様々な教育訓練

活動が実施されたのである（European Commission 2013）。

　またASEAN内部には原子力における協力関係を担当する二つの特別機関、つ

まりASEANTOMとNEC-SSNがあり、二重の管理体制を敷いていることも留意

しなければならない。なおASEANTOMがASEAN政治安全保障委員会の管轄下

にある一方、NEC-SSNはASEANエネルギー大臣会議の傘下に置かれている

（Hashim 2016）。2016年のNEC-SSN会議における主要な目標は、民間原子力活用

に関する能力構築活動の拡大と、ASEAN対話パートナーとの原子力に関する地

域的な安全協力の遂行だった（ASEAN Centre for Energy 2016）。同様にNEC-SSNは

原子力の安全と保安に関する加盟国間の情報共有の仲立ちもしている。こうした

二重の管理体制は、原子力の3Sを維持しつつ原子力エネルギー管理における地域

協力を促進するという、ASEANの強い姿勢を浮き彫りにしている（Hashim 2016）。

　2012年、ASEANエネルギー大臣会議はNEC-SSNに対し、原子力の安全基準、

開発状況、そして技術に関する最新情報をより多く入手することを目的として、

IAEAなどの関連機関と共同で能力構築活動を推進・強化するよう指示した

（ASEAN 2012a）。かくして、NEC-SSNは原子力発電に対する大衆の理解と賛意

をさらに得るために、「原子力に対する国民教育およびクリーンエネルギー代替

策としての原子力に関するASEAN行動計画」に基づく各種プログラムを加速・

増強する必要に迫られている。

　またASEAN加盟国は IAEAの支援を受け、評価方法に関する原子力安全専門

家向けの合同教育ワークショップを組織し、建設用地の評価およびその結果の分

析を支援することも可能である。ASEAN各国はすでに2014年のASEANTOM会

合で決定された諸活動の確実な実施を求められているが、それらの活動には緊急

事態への対策・対応に加え安全文化および管理に関する多数の地域ワークショッ

プや訓練課程が含まれている（ASEANTOM 2014b）。

　結論として、原子力エネルギープログラムは計画策定および建設開始から、稼

働、廃棄物管理、そして能力構築に至るまで、数十年の年月を見込むべき長期的

な取り組みであることを、我々はここに繰り返す。原子力は先端を行きながらも、
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独自の危険性があり、かつ核拡散という問題を抱えた技術であって、入念な計画

を要する。ベトナム、マレーシア、そしてインドネシアは、核エネルギーの平和

的活用に関する地域の規範枠組みに準じたいくつかの方策をすでに制度化してい

る。しかし東南アジアにおける原子力の安全な発展は、核不拡散を含む原子力の

3Sを確実に遵守するという障害を乗り越えなければならない。その鍵となるの

が地域協力であり、ASEAN共同体が発足した今、原子力関連の課題に関する合

意形成は不可能ではない。しかし各加盟国は国内問題への不干渉から生じる懸念

を解消しつつ、原子力の安全と、核兵器のないASEANに向けた共通の懸念と関

心を最優先に考えなければならない。

〔献辞〕

　本章はCaballero-Anthony and Trajano（2015）の改訂版である。
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